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第１章　第二次事前調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

エジプトでは、これまでリハビリテーション施設を中心とした支援を障害者福祉の中心に据え

政策を進めてきた。現在、社会福祉の主管省庁である社会問題保険省傘下に約40の総合リハビ

リテーションセンターがおかれ、都市部を中心としたサービスを展開してきたが、センターに通

うために必要な交通手段の少なさ、アクセスの悪さや施設の収容能力の限界など課題が多く、実

際にこれら施設のサービスを受けている障害者は都市部で10％程度、地方では2％程度にすぎな

いとの話もある。この状況に対応するため、近年エジプト政府は第5次5カ年計画（2002年～

2007年）の目標として、地域に根ざしたリハビリテーション（CBR：Community Based

Rehabilitation）の推進を掲げており、NGOや地域開発団体（CDA：Community Development

Association）を主体として、CBRが各地で展開されている。

しかし、エジプトで進められているCBRは、従来施設内で行われてきた障害当事者に対する

治療・リハビリといった活動の拠点を単にコミュニティ内に移して実施している場合がほとんど

であり、障害当事者は、サービス受給者として位置づけられ地域に住みながらも健常者と交わる

ことはほとんどない状況である。

障害の多くは、治療・リハビリでは対応ができないものが多く、障害当事者は、自身が抱える

障害と一生つきあっていく必要がある。エジプト政府の要請を受け、わが国は、障害当事者のエ

ンパワーメントを究極的な目的とし、地域コミュニティの障害当事者の抱える課題に対する理解

促進、障害当事者・家族の啓蒙を図りながら、障害を抱えたままでも環境を変えていくことでよ

り人間的な生き方ができるよう、社会モデル型のCBRを推進すべく、案件形成のため事前調査

を行ってきた。

平成17年3月19日から29日までの11日間、第一次事前評価団を派遣し、現状調査およびエジ

プト側関係者と協議を行い、障害者支援の現状を把握するとともに、対象地域、協力活動目的、

必要な協力期間について合意を得た。

プロジェクト実施に向けて、具体的活動内容、プロジェクト運営実施体制を関係者間で協議、

決定すべく、今般平成17年8月30日から9月13日（現地調査期間平成17年8月31日から9月12

日）第二次事前評価調査が実施された。

１－２　調査団の構成

団員　CBR事業 小林　義文　福井県立病院リハビリテーション室主任

団員　評価分析 横谷　　薫　グローバル・リンク・マネージメント

団員　協力計画 星　　光孝　JICAエジプト事務所　所員
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１－３　調査日程
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曜日 内容 備考

（小林団員） （横谷団員）

8月30日 11：20 成田発（CX733） 機中泊

（火） 23：55 ドバイ着

8月31日 03：50 ドバイ発（SQ492） カイロ

（水） 06：35 カイロ着

12：00 MOSA本省にて協議
9月1日 10：00 MOSA本省との内部 カイロ

（木） ｜ 打合せ

17：00

9月2日 ワークショップ準備 カイロ

（金）

9月3日 08：30 関空発（MS963） ザガジクへ移動 ザガジク

（土） 10：00 MOSA支局と協議
13：00 カイロ着 CDAと協議

9月4日 10：00 ワークショップ準備 ザガジク

（日） ｜

15：00

9月5日 09：00 ワークショップ1開催 ザガジク

（月） ｜

15：30

9月6日 09：00 ワークショップ2開催 カイロ

（火） ｜

15：30

9月7日 10：00 FAQUS村視察 ワークショップ結果 カイロ

（水） 分析

9月8日 07：15 ザガジクへ移動 カイロ

（木） 11：00 MOSAシャルキーヤ
9月9日 18：05 カイロ発（MS962） M/M準備 カイロ

（金）

9月10日 11：55 関空着 M/M協議 カイロ

（土） M/M署名
9月11日 評価結果分析 カイロ

（日）

9月12日 10：00 JICA事務所報告 カイロ

（月） 12：00 大使館報告

9月13日 18：45 カイロ発（MS964） 機中泊

（火）

9月14日 12：55 成田着

（水）



１－４　主要面談者リスト

（1）エジプト側関係者

1） 社会保険問題省（Ministry of Insurance and Social Affairs）

本省

Minister Advisor for International Relations Mr. Ahmed Abul Kheir

Undersecretary, Central Department for 

Social Development Ms. Moufida Mohamed Inrahim

General Director, Social Rehabilitation Department Ms. Kamilia Abdel Fattah

General Director, Community Development Departemt Ms. Dawlat Mohamed

国際協力担当課長 Mr. Khalid Aly Abdou

シャルキーヤ支局（Sharqeya Moderaya）

Undersecretary and Director Mr. Ibrahim Al-Naggar

Director, Rehabilitation Department Mr. Mustafa Abdel Kader

Director, CDA Department Mr. Ahmed Abul Khalil

Head, Rehabilitation Section,

Rehabilitation Department Mr. Ibrahim Abdel Maaboud

Head, Diarb Negm Social Department Mr. Ibrahim Eissa

Head, Rehabilitation Section, Diarb Negm 

Social Department Mr. Safwan Abdel Hamid

2） サフール村CDA

Chairman Mr. Abdel Azim Fayyed

Vice Chairman Mr. Mohamoud Soliman

Treasurer Mr. Al-Sayed Deif

Board Member Mr. Aly Al-Nady

Board Member Mr. Yousry Al-Hady

Board Member Mr. Mustafa Atteya

Executive Secretary Mr. Fathy Ibrahim

Secretary Mr.Tharwat Mustafa
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3） その他

Chief, Local Administration Unit in Safour Mr. Ismail Turkeya

Secretary, Local administration Unit in Safour Mr. Ibrahim Ahmed

Director, Social Rehabilitation Association in Zaqaziq Mr. Rafaat Hussein

（2）日本側関係者

1） 日本大使館

一等書記官 野中　振挙
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第２章　要　約

本第二次事前評価調査団は、2005年3月に実施された第一次事前評価調査の結果を受け、シャ

ルキーヤ県をプロジェクト対象地域として3年間にわたって技術協力を行う方向が固まったこと

を受け、所轄省庁である社会保険問題省（現：社会連帯省）、シャルキーヤ県の社会問題部およ

びパイロット地域にあたるサフール村において、以下の目的のもと2005年8月30日から9月14

日までの日程で実施された。

・協力枠組みについて確認

・プロジェクト活動内容の協議

・PCMワークショップの実施

・シャルキーヤ県における障害者支援の現状

エジプト側関係各機関と協議した結果はミニッツに取りまとめられ、署名を取り交わした。プ

ロジェクト名を「地域開発活動を通した障害者支援」とし、パイロット地域での社会モデル型の

CBRの試行的導入およびシャルキーヤ県社会問題部の行政能力向上を主な活動項目として実施す

ることが合意された。サフール村において2日間にわたり実施したワークショップでは、プロジ

ェクト関係者および地域住民を対象に、プロジェクトが目指す社会モデル型CBRのコンセプト

について理解を深めること、および障害当事者含む地域住民の障害者問題に対する意識を高める

ことを目的に開催され、ワークショップ結果はPDM案に反映された。またサフール村視察では

CBRを推進するにあたって利用可能な社会資源を確認した。

一方、プロジェクトの実施体制については、合同調整委員会の設置、社会保険問題省大臣アド

バイザーをプロジェクト・ディレクター、シャルキーヤ県社会問題部長をプロジェクトマネージ

ャーとするなど、具体的な役割についてエジプト側と合意した（2006年1月に社会保険問題省が

社会連帯省に再編され、プロジェクト・ディレクターが同省第一次官に変更された）。

プロジェクト目標、上位目標、成果等プロジェクト活動内容については、第一次事前評価調査

結果および本調査のエジプト側関係機関との協議結果を経て決定されたが、PDMにおける指標

に関しては、Record of Discussion（R/D）協議時に決定が持ち越されることになった。

調査目的
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第３章　プロジェクト対象地区の概況

３－１　シャルキーヤ県の概況

【名称】［アラビア語］Muhafazat al Sharqiyah、［英語］Sharkia Governorate、「アル・シャルキ

ーヤ県（al-Sharkia Governorate）」とも呼ぶ。

【位置、面積】エジプト北東部の県であり、県都ザガジグ（Zagazig）は、カイロ中心部から車

で2時間ほどの距離である。面積は、4,180平方キロメートル。

【地勢】シャルキーヤ県は、エジプトの可耕地の56％を占めるナイル・デルタ地帯に属する。

また、デルタ地帯には多数の人工運河が発達しており、国土の95％以上が砂漠であるエジプト

国において、ここでは米や野菜を生産する広大な田畑を見かけることができる。

【人口】シャルキーヤ県の人口は2004年1月1日推計で500万9,690人であり、エジプト国の中

でも大きな県のひとつである。1996年の統計と比べて17％近くも人口が増加している。相対的

に、エジプト国全土の0.4％の面積に、全人口の約7.5％が住んでいる。

【その他】シャルキーヤ県の場合は、ザガジグ（Zagazig）市を含む独立2市と13郡から成り、

15の町と4500の村がある。エジプト国の県都の中ではもっとも古い町に数えられ、多くの寺が

あちこちの小さな町村に存在する。アラビア馬、ハンティングなどで知られている。

出典；

http：//www.cnet-ta.ne.jp/p/pddlib/japanese/shiyama.htm

http：//dr-waleed.8m.net/town.html

【ファクース（Faqus）村の障害者支援団体活動調査】

３－１－１　ファクース村概要

今回、同じシャルキーヤ県内で、障害のある本人が設立した組織があるということで、ザカ

ジク市から北東に1時間ほどの位置にあるファクース村を訪問した（図1参照）。ここの人口は

中心となる村で1万5,000人、周辺部を入れると5万人規模である。人口規模がほとんどサフー

ル村と同じであり、ナイルデルタにあるため農業を中心とした田園地帯と条件は同じであり、

あらゆる意味でこれからの活動の参考になると思われる。

３－１－２　「The Society of Helping The Disabled」の設立の経緯と運営組織

ここに、障害当事者が創立した「The Society of Helping The Disabled」が5年前に設立され

た。創始者は脊髄損傷の男性（写真4）である。彼は元軍人で、第4次中東戦争で1973年に受

傷し、障害を負った。しばらくカイロで生活していたが、拠点を生まれ故郷のファクース村に
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移し、障害のある自分自身が中心となり、当協会を立ち上げた。

運営委員会は、医師や会社役員、大学教授など7名の理事で構成されており、内5名は障害

のある本人である。障害のある委員は、医師が2名、アズハル大学の教員が2名いた。会の運

営にあたり、自ら障害を持つ創始者が、村の家々を一軒一軒訪ね、障害者理解を呼びかけ、ま

た、ボランティアを募った。その結果、医学生や教師、大学教授他、多様な人たちが賛同し、

ボランティアとして参加している。

建物は、事務所、所長の家、引越し途中の新しい建物作業所、現在使用中の狭い作業所、店

舗と図書の真ん中に広場がある。大きな木が生えており、木陰では多くの当事者がのんびり話

に花を咲かせている。決して広くはないが、障害のある人々が気兼ねなく集う場があること、

そのものがすばらしいと感じた。

３－１－３　活動の理念と目的

会の活動は、障害のある人の支援が中心であるが、その他、貧困者、児童、寡婦も対象とし

ている。拠点施設は、職業訓練を中心にしているが、当センターには、障害のある人だけでは

なく、図書館などだれでも使える部屋も設け、その目的を障害のある人とない人の双方を繋ぐ

場としている。

３－１－４　障害のある利用者

当会に登録している約500人の障害のある人、全員が自宅から通所している。中には10km

以上をハンドサイクル（写真5）で通っている身体障害者もいた。障害の種別は問わず、肢体

不自由、視覚障害、聴覚・言語障害、知的障害のすべての障害に出会うことができた。また、

年齢幅も広く、学齢前の幼児から中年層までいた。訪問当日は150人ほど集まっていた。

３－１－５　活動内容

活動内容の中心は、製靴・縫製・編み物などの作業所と販売のための店舗運営である。

1） 職業訓練と作業所

縫製部門はほとんど女性で、視覚障害者、聴覚障害者、下肢の装具をはいている女性

など10名程度が編み機でセーターやミシンで服を縫っていた（写真6）。製靴部門は小

さく、5人ほどの若者が靴やサンダルを縫ったり、磨いたりしていた。中には中学生ら

しい少年もいた。

職業訓練は、約3カ月間で自立できるプログラムを用意し、その後はミシンなどの器

具を無償で提供して在宅勤務を可能としている。地域で売れ残った作品はここの売店で

販売する。教える側も障害当事者である。
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2） 車椅子の供与

車椅子やハンドサイクルが必要な人は、無料で提供される。車椅子等は、カイロで作

成されている国産であり、倉庫には、何十台という車椅子やハンドサイクルが保存され

ていた。

3） クリニック

医学生のボランティアで、クリニックが開かれている

4） 図書室

売店と図書は同じ部屋になっていた。ここには障害者が描いた絵や所長がむかし新聞

に報道されたときの切抜きが貼られていた。図書に置かれている本はイスラム教関係が

多いそうだ。また、この図書室は障害のある人も、ない人も一緒に利用できる交流の場

でもある。

6） 自立のための貸付

先述のごとく、器具は無償で供与されるが、その他の資材については当協会が提供す

るマイクロクレジットを利用することができる。

7） 社会参加活動

定期的にカイロへの社会見学、水泳などの小旅行やメッカへの巡礼支援なども実施さ

れている。これらは、障害のある人の社会参加や一般の人々の障害者理解を目的にして

いる。

8） カウンセリング

毎週定期的に、利用者の悩みや、不満などを聞くためのカウンセリングが実施されて

いる。また、多くの障害者が集まることから、日常的に障害のある人同士が支えあう、

ピアカウンセリングも自然発生的に行われているものと思われる。

３－１－６　その他

この村もサフールやソフトズレイク同様、村の中の道はアスファルトなどの舗装がされてい

ない。しかし、ここにはでこぼこがない。ごみが落ちていない。場所が村のサッカー場の前で

あり、5軒ほど隣がモスクという中心に位置している。この場所に毎日100人以上の障害者が

集うことだけで、十分意味のあることだと感じられた。

３－２　サフール村の概況

３－２－１　サフール村概況

1） 地理的状況

サフール村は、カイロから北に車で2時間、下デルタ地方にあるシャルキーヤ（SHAR-
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QIYA）県ディヤルグニグム（DIYARB NIGM）郡に属し、県庁所在地のザカジク市からさ

らに北西の方向へ車で1時間ほどの距離にある（図1参照）。ナイルデルタのほぼ中央部に

位置し、隅々まで農業用灌漑が施され、広々とした田畑が広がる。年間降水量が20～

30mlしかないのに、日本とさほど変わらない青々した水田が存在している。

2） 人口と人口構成、人口密度

村の人口は、中心部で2万人、周辺部を含むと5万人ほどになる。村を散策中、人口密

度、特に子供人口が相当高いと感じられる光景に何度かであった。CDA（後述）の建物前

の共同井戸周辺には、朝から幼児の面倒をみながら若い母親と祖母または姑らしき人達が

10人ほどたむろしていた。また、周辺の家々の玄関口には、その家の家族らしい人達が4

～5名、くつろいでいた。日本人の私たちの訪問は珍しいらしく、どこからともなく人が

集まってきてすぐに人だかりができた。集まってきたのは、幅広い年齢層の子供たちであ

る。私たちの訪問時期が、ちょうど夏休み中だったこともあり、小学生らしき小さな子供

から、少し体の大きい中学生と思われる子供、高校生らしい少し大人びた黒いチャドルを

巻いた女学生など、すぐに、20名近い子供たちの人だかりができた。そして、私たちが移

動するとその後を子供たちが追いかけてついてきた。このような体験から、人口構成とし

て子供の数はかなり多いのであろう。

３－２－２　地域開発協会（CDA Community Develop Association）

今回、協力対象として選んだのは、サフール村の地域開発を担う住民団体であるCDAであ

る。ここのCDAは自前の2階建ての建物を持っており、それは村の中心部にある。ここは、商

店等のある幹線道路から100mほど入った住宅街と、学校や診療所、サッカーグランド、低所

得者用アパートなどの公共施設に囲まれている。ただし、幹線から入る道は舗装されておらず、

入り口にスロープはない（写真1、図2：サフール村CDA周辺マップ参照）。

CDAには9人の理事がおり（表1参照）、そのほとんどがこれら公共施設の代表者を兼ねている。

理事は投票で選ばれるため、大変名誉なことであるという。また、英語の通訳や英語教師をして

いる理事がおり、今回の訪問中は彼らに通訳をお願いした。彼らの話によると、人口が2万人ほ

どの自分たちの村には、医師が14名、薬剤師が30名、パイロットが3名、大学教授が7名いるな

ど、村の人達は教育熱心で優秀な人材が多く、この村の住民であることが自慢であるという。

CDAの理事会は週に一度開かれているが、ほとんどの理事は仕事が終わる夕方、毎日CDA

の建物に顔を出すそうである。理事長は、現在、村の教育長が務めている。理事たちは皆、日

中仕事があるため、CDAには夕方しか人が集まらないが、来年からは、教育長の理事が定年

になるので、彼が常駐する予定であるという。
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理事のすべてが男性であり、女性は一人もいない。しかし、会議開催中は、30代から40代

くらいの女性が数多く出入りし、裏方の仕事を手伝っていた。このような側面はこの国の政治

や文化を象徴していると感じた。

３－２－３　CDAボランティア

このCDAでは来年のCBR展開を見据えてすでにボランティアを募集しており、数名が名乗

りを上げている。1名は看護学校教員であり、1名は大学を卒業したが、就職浪人している青

年である。彼は英語が話せる。また、大学を卒業したが仕事のない20代から30代の女性たち

がボランティアを希望して何人か参加していた。エジプトでは一般的に、高学歴若年層の就職

先がないという。そんな事情を反映してか、彼女たちは、ここでのボランティア活動に参加す

ることで、何らかの仕事につながることを期待していた。

３－２－４　サフール村の障害のある人たちの環境

1） 障害のある人の状況と障害のある人たちによる組織

人口統計も入手困難な中で、障害のある人についての統計的な資料についての情報は、

まったく入手できなかった。そこで、障害のある人に関して、滞在中に筆者らが見聞きし

た情報を整理してみる。

前述のCDA前に群がった子供たちの中に、知的障害があると思われる子供がいた。そ

のほかにも、知的障害児と思われる子供達が、サッカー場や道端で、時折いじめられなが

らも、他の多くの子供たちと一緒に遊んでいた。

また、通り過ぎる人の中に、杖をついている人や、足を引きずって歩いている下肢障害

のある人等、身体障害のある人は時折見かけた。短期間での滞在中、時折、身体障害のあ

る人や知的障害らしい人を見かけたことから推測すると、国際連合で一般的にいわれてい

る、開発途上国の人口の約1割程度が、何らかの障害をもっていることが当てはまるだろ

う。また、視覚障害や聴覚障害には、あまり気がつかなかった。

障害のある人の組織については、ザカジク市も含め、この地域において、障害のある人

たちによって組織された団体や障害児の親の会についての情報はまったく得られなかった。

2） 障害のある人のための専門的な施設

また、ここの村には医学的リハビリテーションを受ける病院や施設がなく、1時間かけ

てザカジク市のリハビリテーションセンターに通院する必要があるという。

写真2の脳性麻痺の男児は2005年3月に訪問したときには歩行不能であったが、その

後、村のCDAの働きかけで、週に2回の理学療法の受診が可能となったという。そして、
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今回の訪問では監視下で歩行自立していた。

3） ワークショップに集まった障害のある人たち

初日の住民を対象としたPCMワークショップを開催したところ、数名の障害者やその

家族が集まった。脳性麻痺と思われる3歳児、15歳くらいの重度心身障害児、30代と思わ

れる歩行可能である脳性麻痺のアテトーゼの青年は公務員であるという。その他、下肢の

単麻痺と小奇形を伴う女児、知的障害の10代の男女、そしてそれぞれの親たち、視覚障

害の女性などが集まった。障害のある自児童や彼らの家族たちは、一見して、地域住民と

コミュニケーションがよく取れており、差別や偏見などを感じることはなかった。

4） CDAの取り組みへの意欲

3月に訪問したときは、土壁が塗りっぱなしで、暗かったCDAの建物だったが、今回訪

問すると明るい若草色に塗られ、新たな建物に変身していた。また、壁には多くの「障害

者マーク」が張られ、ボランティア募集の案内も掲示されていた。CDAのメンバーに、

これからこの村が、障害のある人たちへの取り組みを行うのだという意欲のようなものが

感じられた。

5） 建物や道路のアクセス

前述のCDAメンバーたちの取り組みへの意欲に反して、建物や周囲の環境は、身体障

害のある人たちにまったく配慮されていなかった。まず、建物の入り口には高い段差があ

り、スロープはなかった。また、トイレもまったく配慮がなかった。建物の外に一歩出る

と、CDAの前の道がでこぼこで、ごみだらけであった。その結果かもしれないが、この

村の周辺では、車椅子を利用する障害者を見かけなかった。

表1：理事の職種内訳
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No 仕事内容 人数

1 小学校校長 1名

2 小学校教諭（1名は英語教諭） 2名

3 教育長 1名

4 大学教授 1名

5 英語通訳業 1名

6 医師 1名

7 イスラム指導者 1名

8 ユースクラブ事務局長 1名



第４章　プロジェクトの基本計画

本章は、プロジェクト実施の背景にある課題とともに、本調査において合意したPDM（添付

資料）に示されるプロジェクトの基本計画について説明する。第二次調査期間中に設定するに至

らなかった指標については、ここでは現時点で考えうる項目を挙げるが、実施協議までにそれら

を精査し、エジプト国側と合意する必要がある。また、プロジェクト開始と同時に実施すること

になっている地域分析を通じて、必要な情報およびベンチマークデータなどを収集した上で、早

い時点で適正な指標数値を設定するとともに、必要に応じてPDMと活動計画（PO）を見直す必

要がある。

４－１　プロジェクト実施の背景にある課題

エジプト国の障害者サービスは、社会保険問題省（MOSA）によって約40の総合リハビリテー

ションセンターが主に都市部に設置され、リハビリテーションサービス、理学療法、社会教育な

どを行っているが、実際にこれら施設のサービスを受けている障害者は都市部で10％程度、地

方では2％にすぎないといわれている。この状況を改善するため、MOSAはNGOやその認可団

体でコミュニティ開発を行うCDA（地域開発団体）を主体とした、地域に根ざしたリハビリテ

ーション（CBR）を推進している。

MOSAは第5次5カ年計画（2002年～2007年）に基づき、CBR事業推進のために予算を配分し

ているが1、これら事業の活動や予算執行状況などを詳細に評価分析し、政策･戦略に活かすには

至っておらず、既存の経験を他地域に活かす普及システムは機能していない。さらには、CBRの

推進には、障害予防・発見・早期療育を担当する保健人口省や障害者教育を担当する教育省など

の関係省庁、障害者支援を行うNGOなど他団体との連携が重要であるが、それを主導すべき

MOSAのコーディネーション能力は弱い。

また、既存の取り組みは、概して医療モデル2の考え方に基づいている。医療モデル型のCBR

では、専門家によるサービス提供に重点が置かれ、施設サービスの代替手段としての活動が中心

となる。プロジェクトは障害者に必要と思われるサービスを地域で提供することに重点を置くた

め、サービスの種類をあらかじめ制限せざるを得ず、その結果、対象とする障害種や年齢が特定

され、裨益する障害者は限られることが多い。また、プロジェクトの終了と同時に活動も終了す

るなど、プロジェクト効果の持続性は低い傾向にある。このような問題に対処するためには、障

害者自身による個々の問題解決能力を高めると同時に、障害が地域の問題としてとらえられるよ
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1 障害者政策としてCBRの推進が掲げられ、予算が配分されたのは、この第5次5カ年計画からである。
2 医療モデル：障害を個人の問題とし、専門家による個別的治療・医学ケアを必要とする考え。障害者はサービスの受

け手として位置づけられ、障害者個人の心身機能的障害の軽減・除去が取り組むべき最大の課題であるとされる。



う地域における障害理解を促進し、地域および障害当事者が主体となった地域づくりを進めるこ

とで持続性のある活動を展開することが望まれる。しかしながら、エジプト国には、このような

社会モデル3の考え方に基づいたCBR（社会モデル型CBR）の経験は少ない。

一方、MOSAの認可団体であるCDA4は、日本でいう自治会のような組織で、本職を持つ地域

の名士が中心となり、地域住民のニーズに即した多岐にわたる地域開発活動をボランティアベー

スで展開している。しかし、障害問題が地域のニーズとして取り上げられることは少なく、障害

者のニーズがその地域開発活動の中で満たされることは少ない。また、CDAには障害者支援の

経験が少なく、たとえ障害分野の取り組みを行っているとしても、物品供与や財政支援などの協

力に偏重しがちであることから、社会モデル型の障害者支援活動の計画策定、運営実施能力の強

化が課題となっている。

このような状況から、障害者のニーズが充足されることは少なく、障害者の社会参加は進んで

いないのが現状である。

４－２　プロジェクトの基本構想

前節4－1に示した課題に対処するため、本プロジェクトは、持続可能なCBRの実践とその普

及効果の実現を目標として、障害者・住民が主体となった地域開発活動としての障害者支援事業

をパイロット地域で展開し実践事例を積むことを目指すコンポーネント1と、その経験を基にモ

デルを構築し、将来的にエジプト国の他地域に普及することを目指すコンポーネント2から構成

される（図4－1）。その効果として、パイロット地域における障害者の社会参加が促進され、彼

らの生活の質が向上するとともに、その経験がより広範な地域（特にサービスの滞りがちな農村

地域）において普及する基盤ができることを目指すものである。
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3 社会モデル：障害を「個人」の問題でなく、「社会」の問題としてとらえ、心身機能に障害を持つ人間の社会参加や

自立を制約する社会構造を最大の問題とする考え。リハビリテーションの主体は専門家ではなく障害者自身であり、

障害者も他の地域住民と共に社会生活に参加できるよう環境と社会を整え変革していくことを重視する。
4 CDAに関するMOSAの担当部門は地域開発部であり、ここが認可を行い、補助金の拠出を含む活動支援を行ってい
る。CDAの詳細については「第一次事前評価調査報告書」を参照のこと。



図4－1：プロジェクトの構成

コンポーネント1は、これまでエジプト国において実践例のある医療モデル型のCBRとは一線

を画した社会モデル型のCBRをパイロット地域で展開し、その実践事例を構築することに焦点

をあてている。表4－1に示すように、医療モデル型CBRと社会モデル型CBRには、それぞれ次

のような傾向が見られる。

表4－1：医療モデル型CBRと社会モデル型CBRの比較
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【アウトプット1】 
パイロット地域
の社会状況（障
害者の数や現状、
地域リソースや
社会構造など）、
地域のニーズが
把握される。 

【アウトプット2】 
CBRボランティ
アが継続的に活
動する。 

【アウトプット3】 
障害者が自分自
身のニーズを満
たすことができ
るようになる。 

【アウトプット5】 
パイロットプロ
ジェクトとこれ
までの経験から、
CBRのモデル
が確立する。 

【アウトプット4】 
地域住民が障害
者に対する理解
を深める。 

CBRのパイロットモデルとして、サフール地区の障害者が地域の一員として地域活動に 
積極的に参加するようになる。 

【プロジェクト目標】 

コンポーネント1 コンポーネント2

医療モデル型CBR 社会モデル型CBR

心身機能に障害を持つ個人 心身機能に障害を持つ人間の社会参加や自
立を阻害する社会構造

問題の所在

施設サービスの代替手段として、地
域の専門家によるサービスの提供

地域開発のプロセスにおける障害者の参加
促進、社会統合による障害者の自立促進

重な視点

サービスの受け手、チャリティーの
対象

必要なサービスの決定者、非障害者と同じ
権利を持つ地域社会の一員

障害者観

専門家や訓練を受けたCBRワーカ
ーが中心

障害当事者と家族、地域住民が中心活動の担い
手

年齢や種類などを限定した障害者 全障害者
＊ただし、地域住民のニーズも視野に入れ、
多数の人たちが利益を得られるような活
動を展開することが必要。

対象者



障害者の社会参加を促進するには、「障害」の異なる段階に応じて、医学的リハビリテーショ

ン、職業リハビリテーション、教育リハビリテーション5を有機的に組み合わせた総合的なアプ

ローチが必要とされている。社会モデル型のCBRは、これら多岐にわたるリハビリテーション

サービスの中から提供するサービスをプロジェクトが決めるのではなく、まずは障害当事者が自

己の障害理解を通じてニーズを特定し、個々に異なるニーズに応じて必要なサービスをいかにし

て確保するかを、障害当事者と地域住民がともに考えていくことを支援するものである。

具体的には、プロジェクト対象地域であるシャルキーヤ県ディアルブ・ネグム郡サフール村6

のサフールCDA7が中心的な実施母体となり、障害当事者とその家族を含む地域住民の障害理解

と活動参画を促進しながら、地域における障害者の現状、地域のリソースやニーズなどを分析し、

地域のリソースを活用した活動内容の詳細をともに計画し実施していくことになる。医療モデル
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提供されるサービスの種類があらか
じめ決められており、医学的リハビ
リテーション、職業リハビリテーシ
ョン、教育リハビリテーションのど
れか一部に偏りがちな傾向がある。

医学的リハビリテーション、職業リハビリ
テーション、教育リハビリテーションなど、
障害の段階に応じて個々に異なるニーズに
対して、障害当事者が必要とするサービス
を決定し、地域のリソースを活用してその
サービスの確保に努める。

提供される
サービス

訓練を通じて習得した基本的な技術
を用いてサービスを提供すること、
専門機関へのリファーラルなど（障
害当事者はボランティアとして含ま
れない）。

障害当事者、家族、地域住民による障害理
解の促進、障害者の能力開発や自助グルー
プの形成支援、必要な地域リソースの動
員・協力依頼やリファーラルなど（障害当
事者もボランティアとして活動を担う）。

CBR ボラ
ンティアの
特徴的な役
割例

・障害者のニーズ把握
・提供するサービスの決定
・サービス提供のためのCBRボラ
ンティアの訓練
・提供するサービスに応じた専門機
関・専門家との連携促進

・障害者と地域住民のニーズ把握
・障害当事者とその家族を含む地域住民を
対象とした障害理解のための啓発活動
・障害者の自助団体や親の会の形成支援
・専門機関を含む多分野の地域リソースと
の連携促進
・マスメディアへの働きかけなど、プロジ
ェクトの広報活動

特徴的なプ
ロジェクト
の活動例

出典：中西由紀子・久野研二（1997）「障害者の社会開発」、Maya Thomas（2002）「南アジアにおけるCBRの政
策・計画に関する課題」http://www.dinf.ne.jp/doc/japanese/intl/02of/01.html、などを参照に、筆者作成。

5 これらはリハビリテーションの主要分野であり、具体的なサービスの内容は次のとおり（出典： JICA（2003）「課題
別指針・障害者支援」付録P1“リハビリテーションの専門分野”）。また、各リハビリテーションの定義の詳細は本
出典資料の同ページを参照のこと。

・医学的リハビリテーション：機能障害と活動制限に対する治療や機能回復訓練、二次障害の発生予防、義肢・装具
の作成・訓練など

・職業リハビリテーション：職業指導や訓練、職業紹介など
・教育リハビリテーション：統合教育や特殊教育・特殊学級における就学前教育、学校教育など
・社会リハビリテーション：生活の基礎をつくる（健康管理、金銭管理、安全管理…）、自分の生活をつくる（介助
や福祉用具の提供、住宅のバリアフリー化、外出支援…）、自分らしく生きる（障害の理解、コミュニケーション

能力強化、人間関係の構築…）
6 エジプト国の行政単位は、県（Governorate）→郡（Markaz）→村（Village）となっている。
7 シャルキーヤ県には492のCDAが登録されているが、サフール村にはこれが唯一のCDAである。



型のCBRが重点を置く専門家によるサービス提供を否定するものではなく、必要に応じて専門

家の力も活用していくが、あくまでも活動を主導するのは障害当事者と地域住民であり、必要性

に応じて地域のリソースとして専門家の協力を促進していく。地域社会の参画を促進するための

メカニズムとしては、CBR運営委員会（CBR-WC）をプロジェクトの活動の中で設立することが

計画されているが、詳細については、次節「5－3プロジェクトの実施体制」に記載する。

コンポーネント2は、MOSAシャルキーヤ支局が中心的な役割を担い、コンポーネント1にお

ける実践事例と既存の障害者支援事業の分析を基に、エジプト国おけるCBR事業のモデルを構

築し、将来的に他地域へ普及するための基盤を作ることを意図している。ただし、第二次調査期

間中には普及効果の指標設定には至らず、今後できるだけ早い時点で、プロジェクト終了時、終

了3～5年後の具体的な達成目標について、実現可能な範囲とプロジェクト効果のバランスを鑑

みつつ、指標を設定する必要がある。

現時点では、長期専門家の活動拠点となるプロジェクト実施母体は本省レベルではなくシャル

キーヤ県に置かれることから、プロジェクトにおける取り組みはシャルキーヤ県内に焦点を絞り、

県内の経験の蓄積・分析を中心に行い、サフール村でのパイロット事業の経験と併せて、モデル

を構築することで合意されている。一方、モデルの普及には、政策･戦略の策定、予算割当てな

どが必須となるため、MOSA本省が主要な役割を担うことになる。これへの対処として、プロジ

ェクトでは、合同調整委員会（JCC）に本省の関連部署をメンバーとして加え、さらに本プロジ

ェクトと本省との調整機能として、プロジェクトコーディネーターを配置することで、本省レベ

ルのコミットメントを確保する体制をとっている。実施体制の詳細は、次節「4－3プロジェク

トの実施体制」を参照されたい。

また、本プロジェクトは、社会モデルの考えに基づいたアプローチを意図していることから、

障害当事者が主導的役割を担うことが期待されるため、プロジェクトにより組織される実施主体

の全レベル（合同調整委員会、CBR運営委員会、CBRボランティア）に、障害者がメンバーと

して参画することを強く推進する計画である。

４－３　プロジェクトの実施体制

本プロジェクトの実施体制は、次ページ図5－2に示すとおりである。プロジェクトの総括責

任者はMOSA本省国際協力ユニット（ICU）8のMinister Advisorであり、プロジェクトダイレク

ターとして全体を監督管理する。プロジェクトの実施母体の長には、MOSAシャルキーヤ支局長

をプロジェクトマネージャーとして配置し、日本人長期専門家とともにプロジェクトの実施に関

する全体責任を担う。また、コンポーネント毎にカウンターパート機関が役割分担をしているこ

－62－－62－－62－

8 国際協力ユニットは、大臣直結の部門であり、大臣を通じて他部局への影響力を持っている。添付資料横谷－2：社

会問題省組織図を参照のこと。



とから、各アウトプットの達成に関する責任を担うマネージャーをそれぞれ次のとおり配置す

る。

CBRパイロット事業実践の中核を担うコンポーネント1のマネージャー（MoC1）はサフール

CDAのChairmanが務め、実働部隊であるCBRボランティアとともに運営チームを構成する。

Chairmanは2007年2月に本職を定年退職し、それ以降は本プロジェクトに専念する予定となっ

ているが、それまではCBRボランティアからアシスタントを任命しその役割を補完する。モデ

ルの構築と普及を担当するコンポーネント2のマネージャー（MoC2）にはMOSAシャルキーヤ

支局のリハビリテーション部長があたり、MOSA下部組織である郡レベルおよび村レベルの

Social Unitのスタッフがアシスタントとなり運営チームを構成する。それぞれのコンポーネント

には相互に連動する活動も含まれるため、2つの運営チームによる十分な連携・協調が必要とな

る。

また、「4－2プロジェクトの基本構想」で述べたとおり、モデルの普及にあたっては本省の果

たす役割が大きいことから、プロジェクトと本省との調整機能としてプロジェクトコーディネー

ターを配置する。プロジェクトコーディネーターは、プロジェクトの情報・経験を本省レベルま

でつなげること、本省レベルの動きをプロジェクトに伝えることをその役割とし、これには

MOSA本省国際協力ユニットのプロジェクトコーディネーターが就く。

さらに、調整機能として次の２つの委員会を設ける。プロジェクトの最終的な意思決定を担う

のは合同調整委員会（JCC）である。JCCの委員構成は以下Box 4－1に示すとおりであるが、今

後適切な障害当事者を人選し、メンバーに加える。JCCは少なくとも年2回開催され、プロジェ

クトの年間計画の策定、実施状況のモニタリング・評価、プロジェクト実施上の問題の特定と対

応策の検討などを行うとともに、MOSAのイニシアティブによるモデル普及計画に関する提言を

行うことも期待されている。もうひとつの委員会は、地域社会の参画を促進するためのメカニズ

ムとなるCBR運営委員会（CBR-WC）である。プロジェクトの主要関係者に加え地域のリソース

となる団体やグループ、障害当事者や家族からメンバーを募ることになるが、最終的な人選は地

域分析の後に行う。CBR-WCの開催頻度は現時点で決まっていないが、現実的な範囲で頻繁に開

催し、プロジェクトの活動実施状況をモニタリングし、改善のためのフィードバックを行う。ま

た、本委員会のメンバーが主導して地域住民によるプロジェクトに対する理解と協力を促進する

こと、地域住民のニーズも反映したプロジェクトとなるようなアイディアを持ち寄り活動計画と

して提案することなども、本委員会の役割となる。
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Box 4－1：合同調整委員会メンバー

エジプト側

＜MOSA本省＞

・プロジェクトダイレクター（Minister Advisor）

・プロジェクトコーディネーター（Project Coordinator of the International Cooperation Unit）

・社会開発部次官（Undersecretary of Social Development Central）

・リハビリテーション部長（Director of Rehabilitation General Dept.）

・地域開発部長（Director of Community Development General Dept.）

＜MOSAシャルキーヤ支局＞

・プロジェクトマネージャー（Undersecretary）

＜CDA＞

・コンポーネント1マネージャー（サフールCDA Chairman）

＜その他＞

・障害者代表（＊今後人選の予定）

日本側

・ JICAエジプト事務所

・日本人専門家

長期専門家は、プロジェクトマネージャー以下3名を日常業務のカウンターパートとして業務

を遂行するが、JCCやプロジェクトコーディネーターを活用して、本省レベルとの連絡を密にと

ることが求められる。

４－４　プロジェクトの概要

４－４－１　プロジェクト対象地域

本プロジェクトの対象地域は、シャルキーヤ県サフール村9である。コンポーネント1にあ

たるパイロット事業はサフール村で実施されることになるため、プロジェクトの対象地域はサ

－65－－65－－65－

9 脚注6に記載のとおり、エジプト国の行政単位は、県（Governorate）→郡（Markaz）→村（Village）となっている。
各県は、独立した市と複数の郡からなる。各郡は、郡都と複数のMother Villageからなり、各Mother Villageは複数
のAffiliated Villageを管轄している。シャルキーヤ（Sharqiya）県の場合は、ザガジグ（Zagazig）市を含む独立2市
と13郡からなり、対象地域であるサフール（Safour）村はディアルブ・ネグム（Dierb Negm）郡に属する。ディア
ルブ・ネグム郡には5つのMother Villageがあり、サフール村はこのMother Villageの1つであるが、面積や人口規模
を鑑み、Villageとしてのサフール村をプロジェクトの対象地としている。なお、MOSAは広域地区に複数存在する
ユニットも含めて、市･郡レベルで18の下部組織（Social Affairs Administrations）を有している。対象地域の概況詳
細については、本報告書「第4章プロジェクト対象地区の概況」を参照のこと。



フール村に特定している。ただし、コンポーネント2におけるモデル構築にあたっては、シャ

ルキーヤ県内における関連プロジェクトの経験を分析する必要があることから、プロジェクト

は県内における障害者支援の取り組みに関する知見を深め、それをプロジェクトの実施過程に

活かしていくことが求められる。また、普及のためにはパイロット事業の認知度を他地域にも

高めることが有効だと思われ、その活動を広報していく必要があることから、直接的な対象地

域はサフール村になるものの、シャルキーヤ県内を広く見渡しつつ、プロジェクトを実施する

ことが望まれる。なお、当該地域が選定された理由は、下記Box 4－2のとおりである。

Box 4－2：対象地域の選定理由

・シャルキーヤ県は、MOSA本省のあるカイロから適当な距離（車で2～3時間程度）にあ

り、プロジェクトと本省間の調整・連携に適している。

・県内に、「SETIセンター」によるCBR（ソフトズレイク村）や、「The Society of Helping

Disabled People」による障害当事者が主導する障害者支援活動（ファクース村）など、モ

デル構築に活用できる障害者支援の実践例がある10。

・県内には、理学療法センター、視覚障害者センター、言語療法ユニットを有するザガジグ

社会リハビリテーション協会（ザガジグSRA）、知的障害児の通園センター11、特殊教育教

員や言語療法士の養成など、障害関連のコースを有するザガジグ大学12やモニュフィーヤ

大学13など、活用できるリソースが揃っている。

・サフール村の面積および人口規模（約20,000名～22,000名）・密度がパイロット事業の実

施に適している。

・サフール村には、他ドナーやNGOなど他機関による障害者支援の取り組みがなく、本プ

ロジェクトとの重複が発生しない。

・サフール村には、障害者支援の経験はないが非常に意欲的で、かつコミュニティの生活向

上を目指して30年以上の活動実績を有し、安定した組織基盤を持つサフールCDAが存在

し、活動の中心を担うことが期待できる。

・サフールCDAは、MOSAと緊密かつ有効な関係を有しており、面的な広がりにつながる

ことが期待できる。

・サフールCDAが、活動の拠点となる施設を有しており、またその周辺に、学校や病院、

ユースクラブなどの社会資源が集まっている。
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10 SETIセンターによるCBR（ソフトズレイク村）の詳細は「第一次事前評価調査報告書」を、「The Society of Helping
Disabled People」の障害者支援活動（ファクース村）の詳細は、本報告書「3－1シャルキーヤ県の概況」の節を、
それぞれ参照のこと。

11 Life of Light Association for Children of Mental Retardationのこと。詳細は「第一次事前評価調査報告書」を参照のこと。



４－４－２　ターゲットグループ

プロジェクトのターゲットグループは、シャルキーヤ県サフール村の全障害者である。エジ

プト国には信頼できる障害者統計はないが、既存の調査結果による人口の2.9％～6.7％という

数値を参照すると、人口約20,000～22,000名のサフール村において、580～1,474名程度の障害

者が直接受益者数と想定できる（WHOの一般障害統計を利用した場合は、10％の2,000～

2,200名）。なお、プロジェクト開始と同時に地域分析の短期専門家が派遣され、ターゲットグ

ループのより詳細な情報が収集されることになっている。また、間接受益者は、本プロジェク

トの実施を通じ地域の活性化が期待されることから、障害者を含むサフール村の住民全体とな

る。このパイロット事業が他地域へ展開された場合、将来的には他地域の障害者も裨益するこ

とが期待される。

４－４－３　プロジェクト目標

本プロジェクトの実施期間は2006年1月から2008年12月までの3年間を予定しており、終

了時までに、「CBRのパイロットモデルとして、サフール村の障害者が地域の一員として地域

活動に積極的に参加するようになる」ことが、プロジェクト目標として設定されている。

本プロジェクトの実施によって、サフールCDAが社会モデル型のCBRの計画策定、運営実

施能力を強化し、障害当事者と家族を含む地域住民を巻き込み、彼らが主体となった活動展開

を支援することができるようになることを目指す。プロジェクト終了時には、地域における障

害理解が促進され、建物や道路のアクセシビリティが向上するなど、地域社会の一員として暮

らす障害者の姿が、より頻繁に見られるような状態が望まれる。指標は今後設定される予定で

あるが、「地域の活動へ参加するサフール村の障害者数」により、障害者の参加を見ていくこ

とが重要と思われる。また、入手手段の有無や予算や投入の制約の中での実現可能性などから、

妥当性を精査する必要はあるが、プロジェクトが行う活動だけではなく、「地域のリソースと

なる団体やグループが計画/実施した活動における障害者の参加者数」や、「これらの団体やグ

ループにおける障害者のメンバー数」なども、地域の一員としての障害者の参加度を測る指標

となりうる14。

また、本プロジェクトは、サフール村での実践だけではなく、将来的に他地域へ普及するた
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12 ザガジク大学は教育学部に、特殊教育教員養成コース（修士レベル）、言語療法士養成コース（学士レベル）を有する。
13 メノフェーヤ（Menofiya）大学の教育学部は、学士レベルの障害児教育学や障害児教育心理学のコースに加え、デ
ィプロマ、修士、博士の各レベルで障害児教育学のコースを有している。この他に、メノフェーヤ大学センター

（Center of Menofiya University）が、学外生向けに障害児教育と言語療法のコースを提供している。
なお、教育学部教育心理学科教授のDr. Sabry Al-Qasasには、第二次調査時に実施したワークショップに2日間にわ
たり熱心に参加いただいた。

14 これらは、プロジェクト終了時の指標として実現可能性が低いと判断される場合は、上位目標レベル、つまりインパ

クトを図る指標になる可能性がある。



めの基盤を作るという面的な広がりも意図している。よって、MOSAが実践事例から事業実施

のためのノウハウを蓄積し、既存のCBR事業の分析結果とあわせてエジプト国おけるCBR事

業のモデルを構築し、それを省の計画に反映する能力が強化されることも期待できる。しかし、

「4－1 プロジェクトの基本構想」に記したとおり、シャルキーヤ県内に取り組みの焦点を絞

ることが合意されているものの、現時点では具体的な達成目標は設定されていない。プロジェ

クト終了時に「モデルが構築されている状態を目指す」のか、「県内他地域でモデルを活用し

た実施計画が策定されている状態を目指す」のか、「エジプト国内他地域でモデルを活用した

実践が行われている状態を目指す」のかなど、今後関係者間で詳細を詰め、指標が設定される

ことになる。

４－４－４　上位目標

上位目標は、プロジェクト目標が達成された結果として発現することが期待される望ましい

状態であり、正のインパクトを示す。本プロジェクトの上位目標は、「パイロット地域のCBR

事業がモデルとなり、MOSAのイニシアティブによりCBR事業が他周辺地域へ展開される」

ことである。

具体的な達成目標は、プロジェクト目標における達成目標と整合性を取りつつ、今後指標が

設定されることになるが、プロジェクト終了3年ないし5年後にモデルが何らかの形で普及さ

れている状態を目指すには、サフール村での経験を政策にフィードバックし、予算措置を含め

てシステムとして組み込んでいく必要がある。本プロジェクトはMOSAシャルキーヤ支局およ

びサフールCDAが主な活動拠点となることからシャルキーヤ県に取り組みの焦点を絞ってい

るが、モデルの普及はMOSA本省の役割となるため、上位目標達成のためには、プロジェクト

コーディネーターや合同調整員会の機会を利用しつつ、本省の関連部局によるプロジェクトへ

のコミットメントを引き出していくことが必要となる。なお、当然のことながら、サフール村

でのパイロット事業は社会モデル型CBRのモデルとして、プロジェクトの終了後も活動が継

続することが期待される。

４－４－５　アウトプットと活動

本プロジェクトでは、プロジェクト目標を達成するために必要な手段として、コンポーネン

ト1にかかるアウトプット1～4、コンポーネント2にかかるアウトプット5の計5つを設定し

ている（前載、図5－1参照）。また、アウトプット達成のために必要な活動については、第二

次調査のワークショップにおいて関係者より出された想定されるさまざまな活動案（添付資料

参照）を、PDMのロジックに基づき整理したものを計画案としている。今後、アウトプット1

において実施予定である地域分析を通じて、地域の現状やリソース、ニーズをより詳細に解明
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し、ベンチマークデータを収集することになっており、これに基づいて、迅速に具体的な指標

を確定させ、活動計画（PO）を見直す必要がある。

アウトプット1：パイロット地域の社会状況（障害者の数や現状、地域リソースや社会構

造など）、地域のニーズが把握される。

活動：

１－１　障害者、家族、地域住民やリーダーを対象に、プロジェクトへの理解と協力を

求めるための会合を開催する。

１－２　社会調査のスキルを習得する。

１－３　プロジェクトで活用可能な地域のリソースについて調査を行い結果を取りまと

める。

１－４　障害者統計（数、種類、原因など）を取りまとめる。

１－５　地域が直面する課題と可能性についての分析結果を取りまとめる。

１－６　障害者とその家族が直面する課題とニーズを特定する。

障害者支援事業の具体的内容を計画するためには、まずは対象地域における障害者の現状と

ニーズ、地域に存在するリソースや社会構造、地域住民のニーズなどを詳細に分析し、新しく

導入すべき資源とその地域への適用方法などが検討される必要がある。このアウトプット1

は、他のアウトプット達成の基盤となるものであり、プロジェクト開始と同時に着手し、早い

時点で達成されることが求められる。

本アウトプット達成のための活動の主体は、プロジェクト開始と同時に派遣されることにな

る地域分析の専門家とCBRボランティア15となることが想定されるが、将来的な普及を考え

MOSAシャルキーヤ支局のスタッフも関与することが望ましい。

活動において、直接受益者である障害者に関する情報を取りまとめることは必須のことであ

る。人数や障害種、生活状況など現状に関する情報のみでなく、障害原因に関する情報を取り

まとめることができれば、今後、障害予防にかかる活動の計画が可能となるため、その知見を

持つ地域分析の短期専門家が派遣されることが望ましい。

これに加え、社会モデル型のCBRの実践には障害者を含む地域住民が主体となることが重

要なポイントとなる。したがって、障害者を含む地域住民にプロジェクトに関する理解と協力

を求めるとともに、リーダーとしてプロジェクトの実施主体に加わることが期待できる障害当
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15 サフールCDAはザガジグ社会リハビリテーション協会（ザガジグSRA）と2005年6月～12月までの6カ月間の契約
（1,500E£）を結び、CBRボランティアの養成を始めており、すでに9名のボランティアが研修を受けている。詳細
は「4－2サフール村の現況」を参照のこと。



事者を発掘すること、社会構造を解明し鍵となる地域のリソースを特定すること、障害者以外

の地域住民も参加したいと思うような計画を策定するために彼らのニーズを把握することが、

プロジェクトの効果的な実施と持続性を担保するための重要なポイントとなる。

本アウトプットはプロジェクト開始後3カ月程度までに達成することが望まれ、その達成度

は、障害者に関する調査分析結果および地域リソースやニーズに関する調査分析結果が関係者

間で共有されている度合いにより測ることができると考えられる。

アウトプット2：CBRボランティアが継続的に活動する。

活動：

２－１　障害者とその家族を含む地域住民を集めて、プロジェクトにおいてボランティ

アが果たす役割とその重要性についての理解を深める。

２－２　類似プロジェクトを訪問してその経験から学ぶ。

２－３　地域住民からCBRボランティアを募る（障害当事者を含むこと）。

２－４　アウトプット1において分析されたニーズに応じて、CBRボランティアのトレ

ーニング・プログラムを策定する。

２－５　さまざまな内容でボランティアを養成する。

２－６　CBRボランティアの活動を通じて得られた経験や知識を共有する。

２－７　CBRボランティアの活動状況、内容をレビューする。

２－８　CBRボランティア（障害当事者を含む）が新たなボランティアを養成する。

プロジェクトの実施にあたっては、日常の活動を担う協力者の存在が欠かせない。本アウト

プットの達成を通じて養成される協力者は、CBRボランティアとしてアウトプット3および4

の達成のための活動の主力を担うことになるため、アウトプット2は、彼らが適切なトレーニ

ング・プログラムによって必要な知識や能力を身につけ継続的に活動することを意図してい

る。

本アウトプット達成のための活動は、サフールCDAと長期専門家が中心となってとり進め

られることが想定されるが、まずは、協力者を募るにあたり、CBRの担い手が専門家ではな

く、障害者を含む地域住民自身であることの理解を深める必要がある。ワークショップでは、

活動の担い手であるCBRボランティアの要件として、「地域の住民であること」、「障害当事者

も含まれること」、「プロジェクトを理解し愛着を持てること」、などが挙げられた。特に、障

害当事者にとって障害問題は自身の問題としてとらえやすいため、障害当事者が担い手として

参加することは取り組みの継続に重要な要素となる。よってCBRボランティアには必ず障害

当事者を含めることを計画している。
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CBRボランティアの養成にあたっては、対象地区の実情とニーズに即したトレーニング・プ

ログラムが必要となるため、アウトプット1による地域分析の結果に基づき必要な内容をカバ

ーするプログラムを構築する。また、サフールCDAはすでに、ザガジグ社会リハビリテーシ

ョン協会（ザガジグSRA）と協力してCBRボランティアの養成を始めており、現在9名（女性

8名、男性1名、障害当事者0名）がザガジグSRAのボランティア養成コースを受講中である
16。よってプロジェクトでは、ザガジグSRAとの協力も必要となる。トレーニング･プログラム

の策定において専門的な知見が必要な部分は、ザガジグSRAのほかに、特殊教育教員養成コー

スなどを有するザガジグ大学やメノフェーヤ大学、MOSAシャルキーヤ支局などの協力も有用

だと考えられる。また、ボランティア同士で、各自の経験や知識を共有したり、ソフトズレイ

ク村やファクース村などで行われている類似プロジェクト17を訪問し、その経験から学んだり

することも、ボランティアの意欲や能力の向上には重要であるため、これらも活動に含む。

なお、ワークショップではボランティアの金銭的なインセンティブに関する議論がおこった

が、プロジェクトの投入としては日当を含めた日常的な手当てを出すことは想定しておらず、

また、現時点でエジプト国政府の予算措置もない。プロジェクトが終了後も適切な知識や能力

を身につけたボランティアが継続的に活動することは、プロジェクト効果の持続性には必須で

あるため、質の高いボランティアの養成に加えて、活動が継続するための仕組みづくりも検討

していく必要がある。この要素は、新たなボランティアを養成するという活動に反映させてい

るが、次項アウトプット3達成のための活動である財源確保の計画にも連動する。

本アウトプットの達成を測る指標の案としては、活動するボランティアののべ人数と活動時

間などが考えられる。また、ボランティアの継続意思など定性的な指標や、ボランティア総数

に占める障害当事者の割合を見ていくことも、取り組みの持続性を確保する上で重要なモニタ

リング項目と考えられる。

アウトプット3：障害者が自分自身のニーズを満たすことができるようになる。

活動：

３－１　CBRボランティアが、障害者のホームビジットを行う。

３－２　障害当事者がニーズや考えを表現する場として、障害者のグループを形成す

る。

３－３　障害者が地域のリソースから必要な支援（医療サービス、学校、雇用機会、地

域の素材を使って作られた自助具や器具など）を得ることができるよう、援助
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16 ボランティアは週2回ザガジグSRAで行われる研修に参加している。今回の調査では、プログラムの詳細までは確認
できなかったが、インタビューによると、簡単な理学療法などが中心の内容だと思われる。

17 脚注10を参照のこと。



する。

３－４　障害当事者とその家族が各人の経験を共有できるよう、定期会合やセミナーを

開催する。

３－５　コミュニティ･ファンドの設立など、障害者支援のための持続的な財源の確保

を計画する。

３－６　障害者が、自身の強みやニーズを地域に対して表現できる機会を提供するため

に、セミナーや製品･作品の展示会などを開催する。

本プロジェクトは既存の医療モデル型のアプローチとは一線を画し、社会モデルの考えに基

づいたCBRの実践を試みるものであるため、障害者自身が地域のリソースを最大限に活用し

て段階に応じて異なる個々のニーズ（たとえば、理学療法による機能回復や適正技術18の導入

による日常生活範囲の拡大、統合教育の導入や特殊学級の設置による学校教育の機会、職業訓

練や紹介・起業支援などによる収入向上、得意分野発掘による自信回復など）を満たすことが

できるようになることを、重要なアウトプットとして設定している。

よって、CBRボランティアは、障害者の家庭を訪問し必要と思われるサービスを提供するこ

とではなく、障害者が自身の障害と能力を正しく理解し、自分のニーズを発掘し、地域リソー

スの活用によりそれを充足させることを支援することをその役割とする。それにはまず、障害

当事者がニーズや考えを表現したり、経験を共有したり、その能力を地域に示す場を提供する

ことが有効であるという考えから、ワークショップでは、当事者グループや親の会の結成、セ

ミナーの開催、障害者が製作した作品や商品の展示会の開催などが具体的な活動案として挙げ

られた。

障害者が各自のニーズを充足させるための支援としては、「統合教育に向けた教師対象とし

た研修の実施」や「学校や職場、公共施設におけるスロープの設置など物理的アクセシビリテ

ィの整備」など、地域リソースに対する投入が必要となる活動も考えられる。また、サフール

CDAは編み物教室や幼稚園の運営、下水道工事や植林などの公共事業、ユースクラブとの連

携によるサッカー大会の開催などの活動を行っているが、必要な環境を整えることで、編み物

教室や幼稚園の生徒として障害者も対象とする、公共事業の担い手として障害者も参加する、

サッカー大会に障害者部門を加えるなど、これら既存の活動と組み合わせるような取り組みも、

活動の持続性を考えると有効であると思われる。しかし、前述アウトプット2の項でも述べた

プロジェクトの持続性に関する内容に共通するが、活動を展開するための必要経費など最低限
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18 適正技術を用いた機器･用具とは、貧困層を含め多くの人が簡単に入手でき（低コスト、低価格）、現地の資源（材

料、人材）と技術を基にすることで修理や維持管理が容易かつ持続可能であり、それが社会と文化に受け入れられる

ものを意味する。出典：久野研二・中西由紀子（2004）「リハビリテーション国際協力入門」



の予算確保がなければ活動を継続することは難しいと思われる。

よって、プロジェクトの活動の中で、障害者支援のための持続的な財源確保を計画し、具体

的な手立てを取っていくことは必須である。ワークショップでは、ビジネスセクターの巻き込

みやコミュニティ・ファンドの設立などが、具体的な活動案として挙げられた。

本アウトプットの達成は、単純にCBRボランティアが援助を行った障害者数だけで測るこ

とは適切ではなく、生活の改善を認識した障害者の数など、定性的なデータが重要と考えられ

る。これには、アウトプット1における地域分析の際に、ベンチマークとなるデータを収集し

ておくことが必要となる。

アウトプット4：地域住民が障害者に対する理解を深める。

活動：

４－１　地域のリソースとなる団体やグループによるCBR運営委員会（地域リソース

活用のためのネットワーク組織）を設立する。

４－２　プロジェクトの活動を広報する（たとえば、月刊誌の発刊や視聴覚資料の作成

など）。

４－３　障害に関する意識啓発キャンペーンを実施する（たとえば、地域住民に対する

プロジェクトの活動紹介、障害者と家族、地域住民が参加する遠足やリクリエ

ーション活動の実施、など）。

４－４　障害者や家族、地域住民、リーダー、実業家など、さまざまな人材が参加でき

る特別な日（たとえば、スポーツの日など）を設ける。

本プロジェクトの担い手は障害者を含む地域住民であるため、地域住民が障害者に対する理

解を深め、障害の問題を地域の問題として認識することは、プロジェクト目標達成のための重

要なアウトプットとなる。それを実現するための仕組みとして「4－3プロジェクトの実施体

制」に示したCBR運営委員会（CBR-WC）を設立することが、アウトプット4を達成するため

の活動のひとつとなる。この委員会には、アウトプット1における地域分析の結果を基に、さ

まざまな分野の団体やグループのキーパーソンをメンバーとして巻き込むことが肝要である。

その理由は、本委員会を通じて地域のキーパーソンによるプロジェクトへの関与を高めること

で、障害者の多岐にわたるニーズに対応するために必要となる地域のさまざまなアクターの協

力を仰ぐことが容易になると期待されるからである。地域住民のニーズにも即した活動展開の

ためのアイディアを地域の鍵となる人物から募ることが可能になることも、理由として挙げら

れる。また、この委員会が活発に機能するほど、障害の問題を地域の問題として取り組んでい

くという機運が高まることにつながるであろう。
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また、シャルキーヤ県には障害関連のコースを有するザガジグ大学とメノフェーヤ大学が存

在するが、そこ在籍する学生などは、CBRボランティアとして日常的に活動するのは難しいと

しても、障害者と家族、地域住民が参加する遠足やリクリエーション活動、スポーツの日など

のイベント時には、活動の有力な担い手となりうる。よって、これらのリソースとも協力関係

の構築に努め、長期休暇時など彼らが参加可能な時期にこれらのイベントを企画するなど工夫

することも、活動の推進力となるであろう。

これに加え、ニュースレターなどの広報誌やテープなどの視聴覚資料の作成を通じて障害に

関する理解を広め意識を高めること、障害者と地域住民が相互理解を深めるきっかけとして意

識啓発キャンペーンや障害に関するイベントの実施を通じて地域住民と障害者、家族が時間を

共有する機会を設けることも、本アウトプット達成のための重要な活動となる。また、プロジ

ェクトがより広範な注目を集めることで多岐にわたるアイディアやリソースを引き込むきっか

けとなり、これが活動継続のインセンティブにもつながることが期待されるため、その情報伝

達範囲とインパクトが大きい新聞やテレビ、ラジオなどのメディアを巻き込んでいくことも効

果的な戦略といえる。ワークショップでは、これらメディアの積極的活用に加え、ウェブサイ

トの開設なども、具体的な活動案として挙げられている。

本アウトプットの達成は、CBR事業に参加する地域住民の数だけではなく、地域住民の障害

者に対する意識の変容をもって測ることが必要と思われる。そのためには、アウトプット3の

指標同様、アウトプット1における地域分析の際にベンチマークとなる情報を収集しておくこ

とが必要となる。

アウトプット5：パイロット事業とこれまでの経験から、CBRのモデルが確立する。

活動：

５－１　プロジェクトの経験を記録にとる。

５－２　プロジェクトの経験を広く広めるための手段をとる（たとえば、冊子の発行や

ステッカーの作成など）。

５－３　プロジェクト実施者を募ってグループを形成し、他の地域へプロジェクトの経

験を紹介する。

５－４　シャルキーヤ県におけるCBRプロジェクトに関するディレクトリーを作成す

る。

５－５　サフール村におけるパイロット事業と、地域におけるその他のCBR事業の経

験を取りまとめ、CBRマニュアルを策定する。

アウトプット5は、パイロット事業の実施という点の取り組みを、他地域への普及という面
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的な広がりにつなげるために、重要なアウトプットである。

本アウトプット達成のために、まずは、MOSAによる経験が少ない社会モデル型のCBRの

記録として、サフール村でのパイロット事業の実践を取りまとめていくことが必要となる。さ

らに、プロジェクトの認知度を高めるためにその経験を実施中から広く広報し他地域へ紹介し

ていくことは、今後の普及の布石となるだけでなく、これを通じ広範な意見やアイディアを集

めることが可能になり、それらを実践に反映していくことで、より良いモデルの確立につなが

ると考えられる。そのため、他地域へプロジェクトの経験を紹介する際には、MOSAのスタッ

フとパイロット事業の実施者が協働して行うことが有効だといえる。

また、モデルの確立には、パイロット事業の経験だけではなく、その他の事例による複数の

経験から教訓を抽出し、モデルに反映させていくことが重要となる。プロジェクトの実施体制

および期間･予算の制約から、全国で行われている活動をすべて分析対象とすることは現実的

ではないため、プロジェクトでは、「3－1シャルキーヤ県の概況」に示されているような県内

の障害者支援に関する取り組みを中心に対象を絞り、プロジェクトに関する必要な情報が共有

されるように取りまとめること、それらを基にエジプト国おけるCBR事業のモデルを構築し

ていくことに取り組んでいく。指標については、プロジェクト目標における達成目標との整合

性を取りつつ、達成目標とその時期について検討されることが必要である。
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第５章　投入計画

５－１　エジプト側の投入

・カウンターパートの配置

本プロジェクト活動現場はシャルキーヤ支局とパイロット地域の2カ所になるが、それぞれ

の活動現場にカウンターパートを配置している。シャルキーヤ支局ではリハビリテーション部

の職員、パイロット地域のサフール村ではサフール村CDAの理事をそれぞれカウンターパー

トに任命し活動内容に応じて技術移転できる体制を確保した。

・ローカルコスト負担

プロジェクト運営のためのランニングコスト（光熱水料、カウンターパート国内旅費、残業

代等）

・建物、施設、機材等

社会保険問題省シャルキーヤ支局内に日本人専門家室を置く（先方は支局内に専門家用スペ

ースを確保済み）。

５－２　日本側の投入

・専門家派遣計画

1） 長期専門家　CBR事業推進　1名×36M/M

2） 短期専門家　地域分析　1名×2M/M、毎年2～3名×2M/Mを予定

＊その他短期専門家の派遣期間および派遣職種については、活動の進展に応じてプロジェク

ト関係者間で年次ごとに協議しながら決定していくこととする。

・カウンターパート研修

国外研修として年間2～3人を予定。研修先として日本の他に、JICAとしてCBRを実施中の

シリアやマレーシアを想定している。研修対象者は、広義の意味のカウンターパートを考えて

おり、プロジェクト実施体制に含まる者に限定するものではない。研修目的に応じて適切な人

物を選定、派遣することとする。

・機材供与計画

車両、OA機器、視聴覚機器等が想定されるが基本的に大規模な機材の投入は必要ないと思

われる。
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・現地活動費

プロジェクトを運営・実施する上で必要な経費で、専門家の活動に関わるもの。
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第６章　プロジェクトの実施妥当性　

６－１　妥当性

本プロジェクトは以下の理由から、妥当性は高いと判断できる。

エジプト国政府の政策、ニーズとの整合性

エジプト国政府は、すべての国民に社会保険の恩恵を行き渡らせるとの目標のもと、障害者

や高齢者に対する地域リソースを活用したサービス提供の増大と社会への完全統合を国家重要

課題の一つとして掲げている。これに則り社会問題省は、第5次5カ年計画（2002～2007年）

において障害者政策としてCBRを推進しており、5年間で500,000エジプトポンドの予算が配

分されている。2007年8月から始まる次期5カ年計画では、さらに予算を増分することが予定

されている。

一方で、「5－1プロジェクト実施の背景にある課題」に記したとおり、障害者政策として

CBRを推進しているものの、より持続性の高い社会モデル型のCBRの実践事例を積むこと、

また、これまでの経験の蓄積を基に国としての具体的な戦略を立て取り組みを普及することが

課題となっており、それには支援が必要な状況である。以上のように、本プロジェクトはエジ

プト国政府の政策およびニーズとの整合性を確保している。

対象地域におけるニーズの整合性と手段の適切性

地方における施設型のサービスの受給者は2％にすぎないといわれており、本プロジェクト

の対象地域であるシャルキーヤ県サフール村には、他ドナーやNGOによる障害者支援は行わ

れていないことから、当該地域に暮らす障害者およびその家族の支援ニーズは高いといえる。

また、エジプト国では知的障害の発生率が高いことが指摘されており、この問題解決には、医

学的リハビリテーションよりも社会リハビリテーション19の果たす役割が大きいと考えられ

る。これには本プロジェクトが採用する社会モデル型のCBRのアプローチがより適している。

これらの状況に合致する村は他にも存在すると思われるが、本プロジェクトはモデルの構築

による普及という面的広がりも視野に入れていることから、MOSA本省とのパイプが安定して

確保できること、実施母体となる安定した団体が存在すること、社会モデルのCBRを実践す

るためのリソースが集中していることなど「4－4－1 プロジェクト対象地域」に記した選定

理由から、対象地域としてシャルキーヤ県サフール村の比較優位が高いと判断できる。
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国際動向との整合性

2004年5月に「アラブ障害者の10年：2004年～2013年」が採択されており、エジプト国政

府は、この推進運営組織の１つであるアラブ連盟に加盟していることから、本プロジェクトは、

このような国際的な動向とも整合性を確保している。

日本の対エジプト国支援策との整合性

2000年に策定されたわが国の対エジプト国別援助計画では、貧困対策の一環として「保健・

医療の充実、社会福祉の向上」が重点分野となっている。その中で、わが国がこれまで取り組

んできた保健･医療サービスの質の向上に対する継続的協力に加え、新たな課題として、社会

福祉の向上に対する支援が検討されることになっている。これに則り策定されている2004年

度 JICA国別事業実施計画でも、援助重点分野である貧困対策の中で、保健･医療の充実、社会

福祉の向上が開発課題として掲げられており、「障害者と社会との共存が実現できるような障

害者福祉の改善への協力を行っていく」ことが明記されている。以上のように、本プロジェク

トはわが国の援助政策との整合性を確保している。

日本の援助経験

CBRは、近年では先進国でも有効な方策として認識されるようになっているものの、もとも

と専門機関の少ない開発途上国における障害者の支援方法として提唱されてきた経緯があり、

必ずしも日本における障害者支援の経験がダイレクトに活用できるわけではない。しかし、わ

が国は、「アジア･太平洋障害者の10年」の制定に尽力し、また、「アジア太平洋障害者センタ

ープロジェクト」を通じてアジア太平洋諸国への情報提供と共有・人材育成を行うなど、特に

アジア･太平洋地域における障害者支援協力に主導的役割を果たしてきており、その経験を、

現在「アラブ障害者の10年」が推進されている中東地域に応用できることで優位性は高いと

判断できる。これに加え、マレーシアやシリア、ボスニア・ヘルツェゴビナにおいてCBR事

業を推進しており、本プロジェクトではその経験や教訓を十分に活かすことができ、日本の技

術の優位性があるといえる。

６－２　有効性

本プロジェクトは、以下の点から有効性が見込める。

本プロジェクトの目標は「CBRのパイロットモデルとして、サフール村の障害者が地域の一員

として地域活動に積極的に参加するようになる。」であり、社会モデル型のアプローチによる取

り組みであることが明確に表現されている。また、この目標達成のための戦略として、次に述べ
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るとおり、社会モデル型のCBR事業の実践事例を構築するためのコンポーネント1と、その経験

を基にモデルを構築し、他地域での実践を目指すコンポーネント2が、アウトプットとして明確

に設定されている。

コンポーネント1では、現状把握と分析（アウトプット1）、協力者の確保（アウトプット2）、

障害者の支援（アウトプット3）、地域住民の理解促進（アウトプット4）というパイロット事業

に必要不可欠な要素が網羅されており、これらアウトプットの相乗効果により、パイロット事業

としてより持続性の高い社会モデル型のCBRの実践事例を積むことが見込める。また、コンポ

ーネント2では、コンポーネント1で蓄積された経験とその他の障害者支援事業の経験を基に、

エジプト国のモデルを構築することがアウトプット5として設定されている。このように、プロ

ジェクト目標達成のために必要不可欠な要素が効果的に組み合わされていることで、有効性が見

込める。

さらに、「4－3 プロジェクトの実施体制」に記載の通り、コンポーネントごとに該当機関か

ら責任者を配置することで、該当機関の役割を明確化している。また、本省とプロジェクトをつ

なぐプロジェクトコーディネーターの配置、必要なアクターの参画による2つの委員会（合同調

整委員会： JCCと、CBR運営委員会：CBR-WC）の設置により、目標達成を可能にする実施体制

が整備されていることも、プロジェクトの有効性を高めることに貢献すると考えられる。

今後より一層有効性を高めるためには、次の点について留意する必要がある。

プロジェクトのコンセプト共有

第二次調査期間を通じて、医療モデル型のCBRと社会モデル型のCBRの違いについて関係

者間の理解を深め、本プロジェクトは後者のアプローチを取っていくことで合意している。し

かし、これまでMOSAは医療モデル型のCBRを行ってきていること、サフールCDAは障害者

支援活動の経験がないことから、プロジェクトの実施プロセスを通じて、実施主体による本プ

ロジェクトのコンセプトに対する理解をより深めていくことが必要である。

指標の設定

第二次調査では指標の設定には至らなかったが、いかに適切なレベル・数値目標の指標が設

定されるかによって、有効性の評価結果が左右されることになるため、迅速かつ適切に指標が

設定されることが望まれる。コンポーネント1に関する指標は、態度や意識の変容など定性的

な側面も測っていく必要があり、プロジェクト開始後、地域分析調査の際にベンチマークデー

タを収集することが必須となる。また、コンポーネント2の指標については、「4－2プロジェ

クトの基本構想」の節で記載したとおり、プロジェクトの実施母体が普及政策策定の役割を担

う本省ではなくシャルキーヤ県に置かれることを考慮し、MOSA本省、シャルキーヤ支局の関
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係者と話し合い、実現可能な範囲とプロジェクト効果のバランスを特定して設定する必要があ

る。

委員会メンバーの人選

JCCとCBR-WCが、目標達成を可能にする仕組みとして効果的に機能するためには、メンバ

ーの人選が重要なポイントとなるため、地域のリソースとなる団体やグループのキーパーソン

に加え、障害当事者も含めることを計画している。JCCメンバーは、「Box 4－1：合同調整委

員会メンバー」に記載のとおり合意されているが、障害当事者の代表者については、今後具体

的に人選を進める必要がある。これまでの調査では、エジプト国には障害者インターナショナ

ル（DPI）など国際当事者団体の関連団体など有力な障害当事者団体の存在は認められていな

いが、政府高官の中で発言力を行使し、当事者の視点をプロジェクトに反映させていくことを

可能にする人材が選定されることが望まれる。

CBR-WCのメンバーは、地域分析の結果を基に決定される予定であるが、MOSA本省社会開

発部次官とのM/M協議の過程で、R/D締結の際は、本委員会に本省のリハビリテーション

部、地域開発部の代表者を入れてほしい旨依頼があり合意している。CBR-WCがその役割を果

たすためには、プロジェクトの対象地域において比較的頻繁に会合が開かれることが望ましく、

本省からの参加がどの程度現実的かつ有効かについては、今後メンバーを確定させる過程で検

討する必要がある。

関連機関との協力関係の構築

障害は横断的な課題であるため、本プロジェクトの実施にあたっては障害者支援政策に携わ

る政府関連機関間の調整が必要な場面も想定される。本計画ではこれをモニタリングする項目

として外部条件に挙げているが、必要に応じて関連機関に報告を行い、協力・助言を仰いでい

くことが、より有効性を高めることにつながる。

６－３　効率性

本プロジェクトは、以下の点から効率的な実施が見込める。

本プロジェクトの投入となる人員、資機材、研修の詳細については、最初から"投入ありき"で

はなく、プロジェクトの進捗にあわせてニーズを特定し、関係者間で協議の上、柔軟に詳細を決

定することになっており、これにより、より高い効率性を確保する計画である。

派遣される人材については、日本人長期専門家1名と1回2M/M程度の短期専門家が年間2名、

合計6名が投入される計画であるが、プロジェクト開始と同時に派遣が予定されている長期専門
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家と地域分析の短期専門家以外は、プロジェクトの進捗状況に合わせて特定されたニーズに応じ

た分野の専門家を必要な期間派遣することになっている。エジプト国側からは、プロジェクト実

施において中心的な役割を担うカウンターパート5名が配置され、必要に応じてアシスタントも

配置される。

また、本プロジェクトは地域リソースの活用を原則としており、高度な医療機材や新たな施設

の建設などの投入は予定されていない。地域リソースを最大限に活用するために必要な器具や資

機材で、プロジェクト終了後も維持管理が可能と思われるものを、プロジェクトの進捗状況に合

わせて特定されたニーズに応じて投入する。

研修についても、現時点では詳細を特定しておらず、プロジェクトの必要性に応じて、研修目

的や対象者、期間、場所を決定することになっている。

さらに効率性を高めるためには、次の点に留意する必要がある。

長期専門家の人選

長期専門家は、本プロジェクトの全期間を通じてフルタイムで関わる唯一の人材であり、そ

の人選はプロジェクトの効率性を大きく左右する要因となるため、適切な人選が望まれる。本

専門家は、地域社会の中で障害者、家族、住民との関係を構築しながら、地域リソースの活性

化を図りつつ地域住民とともに活動を展開し、同時にMOSAスタッフを地域活動の実践に引き

込んでいく必要があること、また、政策レベルでの対話・交渉能力も必要になる。よって、社

会モデルの障害者支援アプローチの実践に理解が深いこと、コミュニケーション能力が高い20

ことが、必須の条件と考えられる。

また、技術協力プロジェクトの実施が初めてとなるC/P機関のMOSAおよびサフールCDA

との継続的な対話を通じて、わが国の援助モダリティーやスキームに対する理解を深めてもら

うことも重要だと思われる。

６－４　インパクト

本プロジェクトのインパクトは以下のように予測できる。

上位目標の達成見込み

正のインパクトのひとつである上位目標「パイロット地域のCBR事業がモデルとなり、

MOSAのイニシアティブによりCBR事業が他周辺地域へ展開される。」の達成見込みについて

は、普及に関する指標設定が行われてない現時点で判断することは難しい。しかしながら、障
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20 アラビア語ができることが理想的であるが、その人材の確保が難しい場合、アラビアを習得する意思の強い人物が望

まれる。



害者支援に対する取り組みについては、政治的発言力のあるムバラク大統領夫人が統合教育の

推進を表明するなど力を入れており、2005年9月に行われた大統領選でムバラク大統領が再選

を果たしたことで、障害者支援に対する政府の取り組みが今後6年間は継続する可能性が高

く、上位目標達成のための外部条件である「エジプト政府のCBRに関する政策が変更されな

い。」が満たされる可能性は高い。よって、上位目標の達成は、指標に左右されるものの、そ

れが飛躍的なものでないかぎり、期待できると考えられる。

上位目標以外の正のインパクト

パイロット事業が継続することでサフール村における障害者の生活の質が向上することが見

込まれる。また、サフールCDAの実践が広く認知されることで、地域に根ざしたさまざまな

活動を展開する他のCDAが障害問題を地域のニーズとして認識することにつながり、彼らが

障害者支援に乗り出す可能性が考えられる。実際、ムバラク大統領夫人が演説で障害者問題に

関する支援表明を始めた1990年代後半から、複数のCDAが障害関係分野に参入を始めたとい

う報告もあり21、ニーズが認識されることで取り組みが増える可能性はあるといえる。そのた

めには、プロジェクトの実施を通じて、本プロジェクトの意思決定ラインであるMOSAリハビ

リテーション部だけではなく、予算配分を含むCDAの活動支援を担当する地域開発部のライ

ンとも、より良い協力関係を構築していくことが必要となる。この点を考慮し、プロジェクト

では本省の地域開発部長を JCCのメンバーとして加えることで合意している。

予想されるネガティブインパクト

サフールCDAを直接管轄するMOSAシャルキーヤ支局の地域開発部がプロジェクトの実施

体制に入っていないことで、両者の関係が悪化し、補助金削減などの悪影響が生まれる可能性

がある。この点については、MOSA本省のMinister AdvisorおよびMOSAシャルキーヤ支局長

と協議を行い、そのような悪影響が起きないよう、MOSAおよび JCCが責任を持って対処する

ことを確認している。

６－５　自立発展性（持続性）

本プロジェクトは、財政を含む実践的な国家戦略策定の側面に関して留意点があるものの、プ

ロジェクト効果の持続性および他地域への発展性の2点から、自立発展性が見込める。
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21 出典：沼田千　子（2003）「業務完了報告書（障害者リハビリテーション・短期専門家）」



パイロット事業の持続性

本パイロット事業は、地域開発活動の実績と強固な組織基盤を有するサフールCDAが実施

母体となっている。また、障害当事者と地域のリソースを実施主体として巻き込み、トレーニ

ングや啓発活動を積極的に行っていくことで、これらの人々が障害の問題を地域の問題として

認識することを目指しており、組織的持続性は考慮されているといえる。これに加えて、プロ

ジェクトは高度な医療機材や技術投入した新たなサービスを創出することではなく、地域リソ

ースを最大限に活用し、地域の文化に見合った持続可能なサービスの創出を支援することを原

則としていることから、技術的な側面でも持続性は高い。よって、プロジェクト終了後も活動

およびその効果が持続する可能性は高い。ただし、財政的な持続性については留意が必要であ

る。活動を展開するための必要経費など最低限の予算確保がなければ活動継続は難しいと思わ

れるが、現時点ではMOSAからの予算措置はない。この対処として、プロジェクトの活動の中

で、障害者支援のための持続的な財源確保を計画することになっており、「コミュニティ・フ

ァンドの設立」などの案が挙がっている。サフールCDAはMOSAからの補助金だけではなく、

会費や寄付による自己財源も収入源として30年以上も組織を運営しており、財源確保の経験

はあるといえるが、プロジェクト実施中に具体的な手立てが取られることは必須である。

モデル普及に関する自立発展性

MOSAシャルキーヤ支局が中心となり構築されたモデルが、MOSAのイニシアティブによっ

て他地域に普及するためには、サフール村での経験を本省レベルで政策にフィードバックして、

予算措置を含めてシステムとして組み込んでいく必要がある。しかし、「4－1プロジェクト実

施の背景にある課題」に記したとおり、現時点でその体制は整っていない。よって、プロジェ

クトは、組織的な持続性を確保し、プロジェクトの経験が国レベルの政策および戦略に活かさ

れるよう、MOSAの中央レベル、地方レベルの関連部門が網羅的に参画する体制をとってい

る。

しかし、そのことが予算措置を含めた実践的国家戦略の策定を自動的に担保するものではな

い。社会モデル型のCBRが地域の人的･物的資源の活用を基本理念としているとはいえ、

MOSAのイニシアティブで活動を展開するためには、技術面での持続性の確保を目指した実施

のためのガイドライン策定に加え、財政面では必要経費の予算措置が必須である。たとえば、

CBRを国家戦略として全国展開しているマレーシアでは、障害担当機関である福祉局が「CBR

指針」を策定している。地域住民により組織されたCBR委員会が実施主体となり、この指針

に基づきCBRを実践している。取り組みへの協力者は無給のボランティアではなくCBRワー

カーとして一定の手当てが支給されるが、そのための予算は、対象とする障害者数に応じて福

祉局より配分される仕組みとなっている22。モデルとして他地域に普及させるためには、この
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ように政策・制度が整備され、財政面で安定した予算が確保される必要がある。

MOSAがCBR事業普及に対する具体的な戦略策定を行うための第一歩として、まずは

MOSAが予算を配分して実施しているプロジェクトの現状（予算の使途、活動状況など）を把

握･分析する必要がある。このために技術移転などの支援が必要な場合は、本プロジェクトの

枠内で短期専門家の投入が可能であり、プロジェクトの目標設定と進捗状況に応じて、これを

検討することが望まれる。また、CDAをCBR推進の主体とする戦略をとるのであれば、リハ

ビリテーション部と地域開発部との連携を強めることは必須である。

22 出典：久野研二・David Seddon（2003）「開発における障害（者）分野のTwin-Track Approachの実現に向けて」
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